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1. 世界における大腸がん罹患率の動向

　大腸がんは世界で３番目に多い罹患率
の高いがんであり、2012 年には 140 万人
が新たに罹患し 70 万人が亡くなったとさ
れる 1)。大腸がんは世界的に増加してお
り、2030 年までに年間の新規罹患数は 220
万人、死亡数は 110 万人まで増加すると
推計されている 2)。世界保健機構 (World 
Health Organization, WHO) のデータベー
スを用いた諸国の大腸がん年齢調整罹患

率 ( 世界人口で調整 ) の報告値のトレン
ド推移を示す ( 図 1.2)3)。観察開始期間が
各国で異なるが、概ね 2007 年までの大
腸がん罹患率推移を観察できる。米国の
SEER(Surveillance Epidemiology and End 
Results Program) ９地域のデータを用い
たトレンドは 1985 年を大腸がん罹患率の
ピークとし、その後は一転減少へ転じて
いる。フランス８地域データでは 1980 年
代より観察を開始し、大腸がん罹患率は
1990 年ごろをピークとし、その後減少へ
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図 1. WHO データベースを用いた諸国の大腸がん年齢調整罹患率の推移 ( 男性 )

図 2. WHO データベースを用いた諸国の大腸がん年齢調整罹患率の推移 ( 女性 )
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転じた。オーストラリア 6 地域データは
1980 年前半に観察開始し、男性では 1990
年後半にピークを迎えその後はやや減少に
転じ始めたが、女性では増減は観察されな
かった。イギリス９地域のデータは 1993
年より罹患率はほぼ横ばいからやや減少傾
向にある。これらの国々に対し、中国・香
港は 1983 年より、シンガポールは 1968 年
よりそれぞれ観察を開始し、女性では罹患
率の上昇と 1990 年代よりやや横ばい傾向
が見受けられたものの、男性では両国それ
ぞれにおいて罹患率の急激な増加が観察さ
れた。
　世界の大腸がんの約 3 分の 2 は先進国に
発生し、大腸がん罹患率は国により大きく
異なる 1)。WHO の GLOBOCAN2012 年統
計において、オーストラリア / ニュージー
ランドが世界で最も罹患率が高く、年齢調
整罹患率は男性 44.8、女性 32.2(10 万人当
たり )、一方西アフリカ地域が世界で最も
罹患率は低く男性 4.5 女性 3.8 と、国際的
な地域間により罹患率には約 10 倍もの開
きがあった。地理的な分布は、男性と女性
で同様であったが、女性の発症率は男性に
比べ全体的に約 25% 低かった。各国の大
腸がん罹患率は、社会経済的要因を評価す
る人間開発指数 (the Human Development 
Index: HDI) という指標と強く相関する 2)。
大腸がん罹患率トレンドは人間開発のレベ
ルを強く反映するとされる。低・中所得国
は大腸がん罹患率トレンドの急激な上昇が、
先進国では大腸がん罹患率はすでに高くト

レンドは横ばいもしくは下降傾向が観察さ
れる。

2. 日本人の大腸がん罹患率の推移に
ついて

　筆者らは、日本の地域がん登録事業を代
表する計 10 の地域がん登録 ( 宮城、山形、
新潟、福井、愛知、滋賀、大阪、岡山、広島、
長崎 ) の大腸がん ( 上皮内がんを除く ) デー
タ約 30 万症例をプールし、1978 年から
2004 年までの大腸がん罹患率と Joinpoint
回帰による解析結果を報告した 4)。この研
究では登録精度評価として、対象年にお
いて DCN<30%, DCO<25% である地域が
ん登録を対象とし、年齢調整罹患率は昭和
６０年モデル人口を用い直接法で算出し、
人口 10 万人あたりの罹患率を示した。
　その結果を図３に示す。1978 年の観察
開始より大腸がん罹患率の年変化率は男
性 5.5%、女性 4.2% で急激に上昇を認め
た。しかし、男性では 1993 年より年変化
率 -0.4%、女性では 1992 年より年変化率
0.2% と、1990 年代前半より一転し、罹患
率は横ばい傾向を示し始めた。この傾向
は観察終了の 2004 年まで続いた。そこで、
今回我々は日本人において大腸がん罹患率
が 1990 年代に突如上昇傾向から横ばい傾
向へ転じるという変化に寄与した要因を検
討する。
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3. 大腸がんのリスク要因

　国立がん研究センターによる、日本人の
がんリスクおよび予防要因についてのエビ
デンス評価では、大腸がんリスク因子の「可
能性あり」は、喫煙、糖尿病、肉 ( 保存肉
/ 赤身肉 ) であり、「ほぼ確実」リスク因子
は飲酒と肥満となっている 5)。また、大腸
がん予防因子として「可能性あり」は食物
繊維、「ほぼ確実」とされる予防因子は運
動である 5)。一方、WHO が発表した国際
的ながんリスク評価では、大腸がんリスク
因子として sufficient evidence とされるも
のは、喫煙、飲酒、食肉加工品、limited 
evidence は赤身肉である 6)。日本人の大腸
がん罹患率トレンドに変化を与える要因と

して、一般に第２次世界大戦後の日本人の
食・生活様式の変化が挙げられる。

4. 高度経済成長期の食・生活様式の変化

　我が国の食生活は戦後の経済成長ととも
に著しく変化した。1940 年 -1950 年代にお
いて、戦中戦後は食物不足が生じたが、食
糧生産が進むにつれ 1950 年代には次第に
回復した。食事は米を主役とし、魚の干物、
味噌汁と漬物という和食様式に代表され
た。1960 年代に高度経済成長を迎え、国
民所得が上昇、米の消費減少と動物性食品
消費の増大をシンボルとする食の欧米化が
進んだ。３大栄養素エネルギー比率の戦後
からの年次推移を示す ( 図 4) 7)。食の欧米
化に伴い脂質を食べる量が増え、脂質エ
ネルギー比率は 1946 年 7.1％より年々増加
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図 3. 日本人における大腸がん年齢調整罹患率推移 ( 文献 4 より改編 )
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し、1975 年には 22.3％、2005 年 25.5% と、
1970 年代半ばには脂質エネルギー比率は
20％台に達しており、このことより食の欧
米化は 70 年代半ば頃から日本人にほぼ定
着したと考えられる。欧米化食への移行に
伴い、予防因子のひとつである食物繊維
量にも変化が生じた。食物繊維量は 1947
年１人当たり 30g/ 日近くあったものの
1965 年にはその約半分の約 16g/ 日まで減
少、その後もほとんど変化なく 2014 年で
は 14.3g/ 日であった 7) 8)。総エネルギー量
は戦後より大きな変化なく約 2000 キロカ
ロリー前後で推移している。
　次に、リスク因子のひとつである飲酒に
ついて、国民一人当たりの年間平均アル
コール消費量の推移を示す ( 図 5)9)。一人
当たりのアルコール消費量 ( 純アルコール

換算 ) は、1960 年代においては年間一人当
たり約５リットルから、1980 年代には年
間一人当たり約 8 リットルまで達した。高
度成長期における食の欧米化に伴い、アル
コール量も飛躍的に増加したことが分かる。
　大腸がんリスク因子のひとつは糖尿病で
ある。厚生労働省の実施する患者調査に
よる人口 10 万人当たりの糖尿病受療率は、
1965 年に 34 であったが、直線回帰で上昇
し 1996 年には 189 と 30 年間に約５倍に増
加している 10)。
　また、大腸がんの予防因子のひとつであ
る運動・身体活動について、我が国の戦
後・高度成長期の経年変化を示す資料はほ
とんど存在しない。しかし、家事や仕事の
自動化、交通手段の発達により身体活動が
低下してきたことは明らかである。各産業
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図４. ３大栄養素エネルギー比率の年次推移 ( 文献 7 より作成 )
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の 5 年間の構成比変化の絶対値の総和を
就業構造の変化の大きさとすると高度経済
成長に伴い、1970 年代までに就業構造は
大きく変化し、1980 年代以降大きく変化
していない 11)。身体活動量が高いとされる
農林漁業従事者割合は、1950 年の就業者
全体の 48.5% から、1970 年には 19.3% へ、
20 年間で全体の約 30% も減少がみられた
11)。つまり、高度経済成長期の就業構造の
変化に伴い、社会全体として身体活動が低
下したことが推測できる。また、電気洗濯
機や掃除機の普及率は 1970 年代に 90％に
達し、家事の自動化が定着したのが 1970
年代である 12)。さらに、日本の水道普及
は 1950 年から 1970 年にかけて急激に増加
し、1950 年には約 30% だった水道普及率

は 1970 年後半には 90% を超えた 13)。それ
に伴い、家庭における水くみ・運搬という
重労働は必要なくなった。このように戦後
から 1970 年代にかけての生活様式の変化
により、家事労働においても身体活動が低
下したことは明らかである。

5. 日系移民調査から得られる環境変化  
    大腸がん罹患率変化とのタイムラグ

　大腸は、ヒト集団で観察すると他の臓器
に比べ食生活様式の変化に比較的早く罹患
率の変化が表れる臓器である。ハワイに移
住した日系人における、胃がん・乳がん・
大腸がんの年齢調整罹患率をそれぞれ示す
( 図６)。移民した日系人の大腸がん罹患率

!
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図５. 国民１人当たりの年間平均アルコール消費量 ( 純アルコール換算 ) の推移
( 文献 9 より改変 )
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は日本人より高く白人と同程度にまで上昇
するが、胃がんや乳がんは白人と同程度に
なるまで少なくとも２世代を要するところ
を、大腸がんでは移民した一世代目よりす
でに白人と同等にまで大腸がん罹患率が上
昇することが示された 14)。また、2015 年
に発表された介入研究では、南アフリカ人
において普段の低脂質・高食物繊維食を、
高脂質・低食物繊維の欧米食 ( 総摂取カロ
リーのうちの脂質の割合は 16％から 52％
に増加、食物繊維は１日 66g から 12g に
減少 ) へ２週間に渡り変更したところ、大
腸がんに関連する粘膜バイオマーカーの上
昇が示された 15)。
　これらの研究より、大腸は食様式の変化
に早期に影響を受けることが示唆され、脂

質エネルギー比率の推移により示された
1970 年代において日本人に欧米食が定着
したことや、アルコール摂取量の増加か
ら横ばいへの変化が、大腸がん罹患率の
急激な上昇とその後 20 年のタイムラグの
後 1990 年代に大腸がん罹患率が横ばいに
なった要因のひとつであると考えられる。
また、1970 年代以前は農林漁業という一
次産業に携わる割合が高く、一次産業は身
体活動量が多くそれらは正の相関をしてい
たと考えられることや、高度経済成長期の
生活様式の変化に伴い家事労働においても
身体活動が低下したこと等から、1970 年
代までに日本人の身体活動量が低下したこ
とが窺え、1990 年の大腸がん罹患率に影
響を及ぼした可能性も否定はできない。

( )

(

10

) 1
2

図５. 国民１人当たりの年間平均アルコール消費量 ( 純アルコール換算 ) の推移
( 文献 9 より改変 )
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6. 大腸内視鏡検査、
ポリープ切除術導入の影響

　我が国では大腸がん二次予防を目途とし
て、老人保健事業により 1992 年から大腸
がん検診が地方自治体より全国的に開始さ
れた。対象は 40 歳以上の男女で、検査法
は免疫法便潜血検査２日法、便潜血検査で
陽性だった場合は精密検査法として全大腸
内視鏡検査が第一選択、S 状結腸内視鏡検
査もしくは注腸エックス線検査が第二選択
である。
　大腸内視鏡検査や S 状結腸内視鏡検査に
て大腸ポリープ切除術を受けた 1400 名を
その後６年にわたり追跡した米国の研究で
は、ポリープ切除を受けなかった群および
米国の一般集団 (SEER データ ) の期待値
に比べ、大腸ポリープ切除術を受けた群で
の大腸がん累積罹患率はそれぞれ約 90%
および 76% 低下することが示された 16)。
　大腸がん検診は、大腸内視鏡検査により
大腸がんの前癌状態である大腸ポリープ発
見と発見されたポリープの切除を行うこと
で、がん掘り起こし効果 ( 罹患率上昇 ) よ
り、大腸がん予防効果 ( 罹患率低下 ) によ
り大きく寄与することが明らかとなった 17)。
このことより、日本において 1990 年代大
腸がん罹患率が横ばいへの変化は、大腸が
ん検診と大腸内視鏡検査の導入による大腸
がん予防効果に寄るものの可能性も大いに
考えられる。

7. まとめ

　日本人の大腸がん罹患率が 1990 年代に
増加傾向が止まった要因として、食・生活
様式の変化を中心に要因を検討した。高度
成長期による 1970 年代の脂質エネルギー
比率やアルコール摂取増加に代表される欧
米化食事の定着、主に 1970 年代までの生
活様式の劇的な変化に関連する身体活動の
低下などが、日本人の大腸がん罹患率の急
激な増加とそれに続く 1990 年代の罹患率
横ばいへの変化に影響を与えた可能性が考
えられた。それに加え、1992 年からの大
腸がん検診導入による大腸ポリープ切除に
よるがん予防効果も大きいと考えられる。
2000 年代半ばより、がん診療連携拠点病
院の整備および病院の届出に対する DPC
地域貢献加算制度の導入等により、届出精
度の向上がみられた。よって、2000 年代
後半以降もこの大腸がん罹患率の横ばいト
レンドが続いていたかについて、今後は届
出精度の変化も加味しながら、また、死亡
率や生存率の変化等も考慮の上、その動向
をみてゆく必要がある。
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